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招集ご通知

証券コード：3419

2023年１月13日

株主各位
東京都江東区福住一丁目８番８号

アートグリーン株式会社
代 表 取 締 役 社 長 田 中 　 豊

１．日 時 2023年１月30日（月曜日）　午前10時
（受付開始は午前９時30分を予定しております。）

２．場 所 ＴＫＰ新橋汐留ビジネスセンター　ホール201
東京都港区新橋四丁目24番８号２東洋海事ビル
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目的事項

報告事項 １. 第31期（2021年11月１日から2022年10月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２. 第31期（2021年11月１日から2022年10月31日まで）計算書類
報告の件

決議事項

　第１号議案 　　定款一部変更の件

　第２号議案 　　取締役８名選任の件

　第３号議案 　　監査役２名選任の件

第31回定時株主総会招集のご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第31回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。

　本定時株主総会におきましては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、

株主様の健康状態にかかわらず、極力、株主総会当日のご来場をお控えいただきます

ようお願い申しあげます。

　なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙

に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年１月27日（金曜日）午後６時までに到

着するよう、ご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上
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招集ご通知

     
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の第31回定時株主総会議決権行使書用紙を会場受付に

ご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎なお、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当

社ウェブサイト（アドレス　http://www.artgreen.co.jp/）に修正後の事項を掲載させていた

だきます。
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事業の経過及び成果

事 業 報 告
（添付書類）

（自2021年11月１日　至2022年10月31日）

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい

状況がワクチン接種の普及や政府の各種政策等の効果により、経済活動の本格的な

再開に向け動きはじめました。その一方、エネルギー、原材料価格の高騰、急激な

円安による物価上昇、また世界的な半導体不足等、依然として景気の先行きは不透

明な状況が続いております。

花き業界においては、東京都中央卸売市場の市場統計情報によると、2021年11

月から2022年10月までの、らん鉢ファレノプシス類（胡蝶蘭）の取扱金額は3,840

百万円（前年同期比2.9％増）で、前年同期比微増傾向で推移いたしました。

　このような事業環境の中、フラワービジネス支援事業は、ワクチン接種の普及や

政府がウィズコロナ政策を進めたこともあり、新型コロナウイルス感染症の影響を

大きく受けることもなく、主力である法人贈答用胡蝶蘭の新規顧客開拓及び既存顧

客に対する訪問営業活動等、販売促進に注力いたしました。ブライダルにつきまし

ては、コロナ禍による昨年までのような結婚式の延期や大幅な変更等も減少し、回

復基調で推移いたしました。

  ナーセリー支援事業におきましては、新規顧客開拓に注力し、オリジナル園芸資

材の販売も順調に進めることが出来ました。

　フューネラル事業は、コロナ禍の影響を受けながらも、新規顧客開拓及び既存顧

客に対する販売促進に注力し、ニーズに合わせた細かなサービス提供や小ロット対

応等工夫を加えることにより、売上高は堅調に推移いたしました。

  この結果、当連結会計年度における売上高は2,295,786千円（前連結会計年度比

10.7％増）、営業利益は58,500千円（前連結会計年度比167.9％増）、経常利益は

68,132千円（前連結会計年度比104.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は

40,436千円（前連結会計年度比169.4％増）となりました。

 

なお、当社グループの事業セグメントは単一セグメントであるため、セグメント

情報は記載せず、主要な事業について記載しております。
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事業の経過及び成果

（フラワービジネス支援事業）

  フラワービジネス支援事業につきましては、政府のウィズコロナ政策等により、

昨年まで自粛傾向にあった各種イベントの再開や、コロナ禍以前のような訪問での

対面営業とオンライン対応によるハイブリッド型の営業活動を進めたことで、売上

高は堅調に推移いたしました。

　また、ブライダルにつきましても、コロナ禍による昨年までのような結婚式の延

期や縮小等も減少し、回復基調で推移いたしました。

　以上の結果、フラワービジネス支援事業の売上高は1,530,770千円（前連結会計

年度比16.8％増）となりました。

 

（ナーセリー支援事業）

  ナーセリー支援事業につきましては、既存顧客からの紹介等による新規顧客開拓

に注力いたしました。また、オリジナル園芸資材の品質や利便性への信頼を得られ

たことから、既存顧客からの安定的なリピート注文も増加し、順調に進めることが

できました。

  しかしながら、園芸資材のエネルギー、原材料価格の高騰、急激な円安の影響に

よる輸入コストの上昇と、胡蝶蘭苗の一部の売上は収益認識会計基準等の適用によ

る影響などにより減少いたしました。

  以上の結果、ナーセリー支援事業の売上高は587,187千円（前連結会計年度比

3.9％減）となりました。

 

（フューネラル事業）

  フューネラル事業につきましては、コロナ禍の影響を受けながらも、新規顧客開

拓及び既存顧客に対する販売促進に注力いたしました。

　葬儀業界全体の環境としましては、今後も葬儀件数は増加するものと推計されて

いる一方、大都市圏を中心に家族葬や密葬等、葬儀の小型化により葬儀単価が減少

しており、当社においても同様に単価の下落傾向が続いておりますが、既存顧客を

はじめ、葬儀業界関係会社との情報交換をしながら、柔軟な対応を継続して行って

参りました。

　このように未だ厳しい状況の中、顧客のニーズに合わせた細かなサービス提供や

小ロット対応等工夫を加えることで売上高は堅調に推移いたしました。。

　以上の結果、フューネラル事業の売上高は177,828千円（前連結会計年度比

17.2％増）となりました。
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設備投資の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況、対処すべき課題

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施しました設備投資の総額は18,062千円であり、そ

の主なものは、胡蝶蘭栽培用ベンチ1,400千円、配送完了および受領書管理シス

テム11,915千円、会計ソフト1,370千円であります。

(3) 資金調達の状況

　当社グループは、運転資金として、金融機関より長期借入金280,000千円の資

金調達及び159,807千円の返済を行いました。また、社債の償還20,000千円を行

いました。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

　該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。

(8) 対処すべき課題

　当社グループが所属する花き業界は、新型コロナウイルス感染症拡大が落ち着

きつつある中、ブライダルや各種イベントにおける花の需要も少しずつ戻りつつ

ありますが、しかしながら、同ウイルスの新たな変異株の出現などによる感染の

再拡大となった場合は、再び需要減少が懸念され、当社グループの経営環境は引

き続き厳しいものと考えております。一方で、カーボンニュートラルをはじめと

する環境保全の意識が高まる中、植物が果たす機能も注目され、花き業界が担う

役割も一層深まっていくものと考えております。このような状況下、当社グルー

プは主力のフラワービジネス支援事業を中心に既存事業のさらなる拡大を図って

いくとともに、その周辺事業を通じての環境保全等、新たな取り組みを加速させ

ていく為に、次のような課題に取り組んでまいります。
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設備投資の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況、対処すべき課題

① 収益基盤の強化

　当社は胡蝶蘭の苗を輸入し、生産者へ提供することにより、ナーセリー支援

事業において生産分野にも進出しております。一方で、当社は仲卸業者とし

て、市場からのセリにより胡蝶蘭をはじめとした生花を仕入れることができる

うえ、小売店と同じ付加価値をもってエンドユーザーに配達する仕組みも有し

ております。このように当社は花き業界においてワンストップサービスが行え

る強みを活かし、事業の拡大を図るとともに、花き市場におけるプライスリー

ダーの地位を確保すべく、攻めの経営を行ってまいります。

② 優秀な人材の確保と育成、社内管理体制の強化

　当社グループの事業は、労働集約型事業であり、花き分野における高い技量

や経験を有し、高度な商品知識をもった人材が不可欠であります。したがっ

て、優秀な人材の確保に努めるとともに、人材育成の強化、人材の適正配置を

行うなど、教育環境や労働環境を整備し社員の定着を図るとともに事業に対す

る取り組み意欲の向上を促進すべく、体制を強化してまいります。

　また、事業の拡大とともに、管理部門の強化やダブルチェック体制を基本と

した社内体制の強化を図ってまいります。

③ 営業体制の強化（顧客基盤の拡大）

　営業部門の体制を再構築し、売上増を目指すとともに、新規顧客の獲得を積

極的に行ってまいります。そのために、営業部門の要員を増員するとともに、

人材教育を強化し、その体制を強化してまいります。

④　環境保全に関する取り組みの強化

　胡蝶蘭をはじめとする商品には、植物以外に、鉢など様々部材で構成されて

おりますが、当社グループが取り扱う商品について、プラスチックなどに使用

される石油由来樹脂を削減した部材や、再利用が可能な部材に替えていくな

ど、環境保全に取り組んでいく社内体制を強化してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申

しあげます。
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財産及び損益の状況

区分 第28期
（2019年10月期）

第29期
（2020年10月期）

第30期
（2021年10月期）

第31期
(当連結会計年度)
（2022年10月期）

売 上 高 （千円） 2,023,374 1,853,127 2,073,210 2,295,786

経 常 利 益 （千円） 41,346 31,044 33,350 68,132

親会社株主に帰属
する当期純利益

（千円） 16,756 1,648 15,009 40,436

１株当たり当期純利益（円） 14.86 1.46 13.22 35.60

総 資 産 （千円） 889,476 1,148,564 1,146,749 1,297,705

純 資 産 （千円） 444,460 446,896 462,642 501,796

１株当たり純資産額（円） 393.97 394.17 407.34 441.51

区分 第28期
（2019年10月期）

第29期
（2020年10月期）

第30期
（2021年10月期）

第31期
（当事業年度）
（2022年10月期）

売 上 高 （千円） 2,008,725 1,841,115 2,065,905 2,289,933

経 常 利 益 （千円） 40,092 28,212 29,325 64,743

当 期 純 利 益 （千円） 16,556 885 12,448 42,122

１株当たり当期純利益（円） 14.68 0.78 10.96 37.08

総 資 産 （千円） 880,621 1,141,170 1,137,809 1,282,279

純 資 産 （千円） 443,253 444,925 458,109 500,451

１株当たり純資産額（円） 392.89 392.43 403.35 440.32

(9) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

　(注)「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年3月31日)等を当連結会計年度の期
首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した
後の数値となっております。

② 当社の財産及び損益の状況

　(注)「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年3月31日)等を当事業年度の期首か
ら適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値
となっております。
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重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容、主要な事業所

会　社　名 資　本　金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

合同会社日本プリザーブ

ドフラワー協会
3,000千円 100.00％

フラワービジネス

支援事業

パーフェクトフラワーボ

ンド合同会社
2,000千円 100.00％

フラワービジネス

支援事業

(10) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

事業区分 事業の内容

フラワービジネス支援事業
生花店への販売
法人へのフラワービジネス参入支援事業

ナーセリー支援事業
農家への胡蝶蘭苗の販売
提携生産農園の経営支援

フューネラル事業 葬祭用切花の販売

(11) 主要な事業内容（2022年10月31日現在）

名称 所在地

本社 東京都江東区福住一丁目８番８号

大阪支店 大阪府大阪市福島区吉野五丁目11番31号

名古屋営業所 愛知県名古屋市中川区西日置二丁目６番５号

福岡営業所 福岡県福岡市博多区吉塚三丁目31番65号

大阪鶴見仲卸事業所 大阪府大阪市鶴見区茨田大宮二丁目７番70号

名称 所在地

合同会社日本プリザー
ブドフラワー協会

東京都江東区福住一丁目８番８号

パーフェクトフラワー
ボンド合同会社

東京都江東区福住一丁目８番８号

(12) 主要な事業所（2022年10月31日現在）

① 当社

② 子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

71名 ７名増

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

71名 ７名増 35歳９ヶ月 ５年３ヶ月

(13) 使用人の状況（2022年10月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業人員であり、臨時雇用者（44名）は含んでおりません。

２．当社グループの事業セグメントは単一セグメントであるため、セグメント別の記載はし

　　ておりません。

② 当社の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業人員であり、臨時雇用者（43名）は含んでおりません。

２．当社事業のセグメントは単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりま

　　せん。

借入先 借入額

株式会社三井住友銀行 115,014千円

株式会社日本政策金融公庫 95,840千円

株式会社商工組合中央金庫 94,750千円

株式会社きらぼし銀行 66,001千円

株式会社阿波銀行 30,308千円

株式会社香川銀行 29,150千円

株式会社みずほ銀行 27,720千円

(14) 主要な借入先の状況（2022年10月31日現在）
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会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 3,200,000株

(2) 発行済株式総数 1,136,558株（自己株式242株を除く）

　　　（注）新株予約権の行使により発行済株式総数が、800株増加しております。

(3) 株主数 1,905名

株主名 持株数 持株比率

田中　豊 706,000株 62.12％

根本　和典 84,000株 7.39％

花キューピット株式会社 48,000株 4.22％

芝田　新一郎 20,000株 1.76％

堀　威夫 13,000株 1.14％

柴田　益司 12,000株 1.06％

森田　厚 10,000株 0.88％

佐藤　顕勝 7,500株 0.66％

HeroHoldings株式会社 5,000株 0.44％

山口　洋 4,700株 0.41％

２. 会社の株式に関する事項（2022年10月31日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する状況

名称 第３回新株予約権

発行決議日 2013年10月31日

新株予約権の数 105個

新株予約権の目的となる株式の
種類及び数

当社普通株式 42,000株
　

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使価額 148円

新株予約権の行使期間
2015年10月28日～
2023年10月27日

保有人数及び新株予約権の数

当社取締役(社外取締役除く) ４名　60個

新株予約権の主な行使条件 （注）２

３. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された

新株予約権の内容の概要（2022年10月31日現在）

（注）1. 2015年８月５日開催の取締役会決議において、2015年８月28日付で普通株式１株につき
400株の株式分割を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の種類
及び数」及び「新株予約権の行使価額」が調整されております。

2. 新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
① 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時に

おいても、当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員並びに従業員の地位に
あることを要するものとします。

② 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとします。
③ 当社指定の書面により新株予約権の全部または一部を放棄した場合には、権利を行使

することができません。
④ 取締役会において、当社との協力関係及び信頼関係が失われたと決議された場合に

は、権利の行使をすることができません。
⑤ 新株予約権者は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に

違反した場合には新株予約権を行使することができません。
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する状況

(2) 当事業年度中に当社使用人に職務執行の対価として交付された新株予約権の内

容の概要

　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 田 中 　 豊  合同会社日本プリザーブドフラワー協会 職務執行者

専務取締役 根 本 和 典 事業本部長

専務取締役 柴 田 益 司 事業本部副本部長

取締役 伊 藤 正 之 事業本部副本部長

取締役 芝　田　新一郎 管理部長

取締役 村 田 則 夫 営業本部長

取締役 小 松 隆 一 ―

常勤監査役 岡 野 良 彦 ―

監査役 横 田 　 孝 ―

監査役 長 岡 　 徹 ―

４. 会社役員に関する状況

(1) 取締役及び監査役（2022年10月31日現在）

 （注）1. 取締役のうち、小松隆一氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 監査役のうち、３名全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3. 監査役のうち、岡野良彦氏は、長年に亘り金融機関に勤務し、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。
4.　山田孝雄氏は、2022年１月29日をもって辞任により監査役を退任いたしました。
5. 当社は、取締役小松隆一氏、常勤監査役岡野良彦氏、監査役横田孝氏及び監査役長岡徹

氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており
ます。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額としてお

ります。
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する状況

区分 員数（名） 報酬等の総額（千円）

取締役
（うち社外取締役）

７
（１）

52,080
（600）

監査役
（うち社外監査役）

４
（４）

3,990
（3,990）

合計
（うち社外役員）

11
（５）

56,070
（4,590）

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役 小 松 隆 一

当事業年度開催の取締役会13回のうち12回に出席しており
ます。企業役員として培った豊富な経験、幅広い知見から
主に経営に対する様々な助言や意見を発しております。取
締役会においては、取締役の意思決定の妥当性及び適正性
を確保するための発言を行っております。

社外監査役 岡 野 良 彦

当事業年度開催の取締役会13回のうち13回、監査役会13回
のうち13回に出席し、長年の金融機関での勤務経験で培わ
れた経験や見地を活かし、能動的・積極的に意見を表明し
ております。

社外監査役 横 田 　 孝

当事業年度開催の取締役会13回のうち12回、監査役会13回
のうち13回に出席し、企業役員として培った豊富な経験、
幅広い知見を活かし、能動的・積極的に意見を表明してお
ります。

社外監査役 長 岡 　 徹

当事業年度開催の取締役会13回のうち12回、監査役会13回
のうち13回に出席し、長年の証券会社等での勤務経験で培
われた経験や見地を活かし、能動的・積極的に意見を表明
しております。

(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

 （注）1. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬等の総額は、2018年１月30日開催の株主総会において、年額100,000千円以

内（うち社外取締役分5,000千円以内。使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）
と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、７名です。

3. 監査役の報酬等の総額は、2008年１月25日開催の株主総会において、年額10,000千円以
内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。

4. 取締役及び監査役の報酬は固定報酬のみにより構成されており、業績連動報酬等及び非金
銭報酬等は導入しておりません。

(4) 社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況
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会計監査人に関する状況

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 14,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額

14,000千円

５. 会計監査人に関する状況

(1) 会計監査人の名称

　丸の内監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業
年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

　当社の監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する

実務指針」を踏まえ、会計監査人の過去の監査実績、監査計画、監査報酬見積額

の内容などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399

条第１項の同意を行っております。

(4) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社の監査役会は、会計監査人の監査業務の品質、継続監査年数のほか、会社

都合等を勘案し、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いた

します。なお、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の合意に基づき、監査役会が会計監査人を解任

いたします。また、会計監査人の独立性や監査品質を確保する監査体制及び監査

活動の適切性や妥当性を総合的に勘案し、再任しないことが適切であると判断し

た場合は、監査役会は会計監査人不再任の議案を株主総会に付議いたします。

(6) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決議の内容の概要

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　当社は、当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の役員及び使用人の職務

の執行が法令及び定款に適合し、企業人として社会倫理に適合した良識ある行

動をとるようにコンプライアンス規程を定め、当社の取締役及び使用人並びに

当社子会社の役員及び使用人に周知徹底を図り、健全な企業風土の維持発展に

努めます。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社及び当社子会社は、取締役及び業務執行者の職務の執行に係る情報の保

存及び管理については文書管理規程で定め、保存年限内の文書に関しては必要

に応じて閲覧可能な状態を維持することとします。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、取締役会において経営の重要案件を議論し、事業リスクの低減を図

ります。また、当社及び当社子会社は、リスク管理規定その他社内規程の整

備、遵守を推進し、様々なリスクに備えます。また、危機的事態が顕在した場

合には、代表取締役社長を統括責任者として、全社的な対応を検討します。

④　取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、原則として毎月１回の定例取締役会を開催するほか、適宜臨時取締

役会を開催することにより重要事項に関する意思決定を迅速・適切に行いま

す。また、業務分掌規程、職務権限規程等に業務執行の手続きを明確に定め、

部門長との連携を強化することにより、効率的かつ適正に職務執行が行われる

体制の維持・向上を図ります。当社子会社においては、当社代表取締役も出席

する月１回の定例会議により、子会社の役員等の職務の執行に係る事項の報告

を受け、効率的かつ適正に職務執行が行われる体制の維持・向上を図ります。

⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項、また、その使用人の取締役からの独立性に関する事項、

及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取

締役会は監査役会と協議のうえ監査役を補助すべき使用人を指名します。当該

使用人は、監査役会の指示命令に従うものとし、当該使用人の人事異動、人事
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評価、懲戒処分等、雇用に係る重要事項についてはあらかじめ監査役会の同意

を得るものとします。

⑥　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関

する体制及び当該報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

　当社及び当社子会社のすべての取締役等及び使用人は、監査役から業務執行

に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告を行わなければなら

ないものとし、当社に重大な損失を及ぼすような影響のある事実を発見した場

合には、法令及び関連規程に従い監査役への報告を遅滞なく行うよう、当社及

び当社子会社の取締役等及び使用人に対して周知徹底します。

　また、監査役への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたこ

とを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底します。

⑦　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する

事項

　当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還、その他

当該職務の執行について生ずる費用又は債務を、監査役の請求に基づき速やか

に処理するものとします。

⑧　その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、監査役会規程、監査役監査基準に則して行動するとともに、会計

監査人と緊密に連携を保ち、合理的な監査に努めることで監査役の監査が実効

的に行われることを確保するものとします。また、必要な場合には専門家との

意思疎通を図るなどの対応を行うこととします。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は計13回開催しており、社外監査役を含む監査役も出席し、経営へ

の監視を行っております。

②　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役会は計13回開催し、監査に関する重要な事項につき、協議・決議を行

っております。また、稟議書等の重要書類を適時閲覧したり、提携する胡蝶蘭

生産農園の往査等により、監査の実効性を確保しております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

③　コンプライアンス

　従業員に対し、社内研修を通じて、コンプライアンスに関する教育を実施す

るとともに、「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンスの遵守に

努めました。

④　内部監査体制

　内部監査計画に基づき、業務監査を実施し、業務の適正な執行の確認を行い

ました。

⑤　反社会的勢力の排除に対する取組み状況

　新規取引先並びに新規採用者に対しては、管理部が反社会的勢力との該当性

を判断し、既存取引先に対しては、原則として年に１度、「反社会的勢力調

査」を行っております。また、警察等の外部専門機関と連携し、有事の際の協

力体制を構築しております。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年10月31日現在） (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 ・ 保 証 金

保 険 積 立 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

1,126,699

670,506

276,539

37,637

122,955

401

13,021

25,761

△20,123

171,005

16,753

8,627

2,590

2,640

2,894

57,712

38,050

19,259

403

96,539

11,233

18,357

51,005

613

11,829

4,113

△613
　

（負　 債　 の　 部）

流 動 負 債 426,679

買 掛 金 89,882

１年内返済予定の長期借入金 189,833

リ ー ス 債 務 1,012

未 払 金 51,541

未 払 費 用 19,479

未 払 法 人 税 等 15,421

未 払 消 費 税 等 24,232

契 約 負 債 67

賞 与 引 当 金 25,950

株 主 優 待 引 当 金 3,436

そ の 他 5,821

固 定 負 債 369,228

長 期 借 入 金 367,329

リ ー ス 債 務 1,813

そ の 他 86

負 債 合 計 795,908

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 500,591

資 本 金 140,395

資 本 剰 余 金 92,380

利 益 剰 余 金 268,280

自 己 株 式 △465

その他の包括利益累計額 1,204

その他有価証券評価差額金 1,204

純 資 産 合 計 501,796

資 産 合 計 1,297,705 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,297,705

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書

（自2021年11月１日
至2022年10月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 2,295,786

売 上 原 価 1,338,933

売 上 総 利 益 956,853

販売費及び一般管理費 898,352

営 業 利 益 58,500

営 業 外 収 益

受 取 利 息 227

受 取 配 当 金 75

受 取 助 成 金 1,304

為 替 差 益 4,457

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 5,718

そ の 他 629 12,413

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,704

社 債 利 息 27

そ の 他 49 2,781

経 常 利 益 68,132

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 売 却 損 3,754

固 定 資 産 除 却 損 3,050 6,804

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 61,328

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 21,182

法 人 税 等 調 整 額 △290 20,892

当 期 純 利 益 40,436

親会社株主に帰属する当期純利益 40,436

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

（自2021年11月１日
至2022年10月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

当期首残高 140,336 92,321 229,011 △465 461,204

会計方針の変更による累積
的影響額

334 334

会計方針の変更を反映した
当期首残高

140,336 92,321 229,346 △465 461,538

連結会計年度中の変動額

新株の発行(新株予約権の
行使)

59 59 118

親会社株主に帰属する当
期純利益

40,436 40,436

　持分法適用会社の減少に伴う利益剰余金の減少高 △1,501 △1,501

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 59 59 38,934 ― 39,053

当期末残高 140,395 92,380 268,280 △465 500,591

その他の包括利益累計額

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,438 1,438 462,642

会計方針の変更による累積
的影響額

334

会計方針の変更を反映した
当期首残高

1,438 1,438 462,977

連結会計年度中の変動額

新株の発行(新株予約権の
行使)

118

親会社株主に帰属する当
期純利益

40,436

　持分法適用会社の減少に伴う利益剰余金の減少高 △1,501

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額) △233 △233 △233

連結会計年度中の変動額合計 △233 △233 38,819

当期末残高 1,204 1,204 501,796

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数

　２社

連結子会社の名称

合同会社日本プリザーブドフラワー協会

パーフェクトフラワーボンド合同会社

当連結会計年度において、パーフェクトフラワーボンド合同会社を新た

に設立したため、連結の範囲に含めております。

　(2)主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

　Ｐｌａｎｔ　Ｈｕｎｔ合同会社

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に

重要な影響を及ぼしていないためであります。

２. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関係会社数

　該当事項はありません。

Ａ＆Ａ株式会社については、当連結会計年度において、2022年２月22日に

株式の一部を売却したことにより、持分法の適用の範囲から除外しており

ます。

(2)持分法を適用しない非連結子会社の名称等

主要な会社等の名称

(非連結子会社)

Ｐｌａｎｔ　Ｈｕｎｔ合同会社

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないためであります。
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連結注記表

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の合同会社日本プリザーブドフラワー協会の決算日は５月31

日であり、連結決算日と異なっております。連結計算書類の作成にあたっ

ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しており

ます。また、パーフェクトフラワーボンド合同会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。

４. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ 関係会社出資金

移動平均法による原価法を採用しております。

ｂ その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定)を採用しておりま

す。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産

ａ 商品及び製品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

ｂ 仕掛品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

ｃ 原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額

法）を採用しております。

― 22 ―



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/12/23 7:57:10 / 22905606_アートグリーン株式会社_招集通知

連結注記表

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　３～29年

その他　２～15年

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

④ 長期前払費用

定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しておりま

す。

③ 株主優待引当金

株主優待制度に係る費用の発生に伴い、翌連結会計年度に支出すると見

込まれる額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事

業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　フラワービジネス支援事業、ナーセリー支援事業並びにフューネラル

事業において、顧客に商品を引き渡すことで履行義務が充足されること

から、引渡時点で収益認識を行っております。

　当社グループが代理人として商品の販売に関与している場合には、純

額で収益を認識しております。
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連結注記表

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項

のれんの償却方法及び償却期間

10年間で均等償却しております。

(会計方針の変更に関する注記)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収

益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又は

サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見

込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下の通りです。

（１）代理人取引に係る収益認識

　顧客への財又はサービスの提供における役割が代理人に該当する取引について、従

来顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、当社グループの

役割が代理人に該当する取引については、純額で収益を認識する方法に変更しており

ます。

（２）当社が運営するポイント制度に係る収益認識

　当社が運営するポイント制度に基づき、商品の販売時に顧客に付与したポイントに

ついて、従来は将来利用されると見込まれる額をポイント引当金として計上する方法

を採用しておりましたが、付与したポイントは顧客に対する履行義務として認識し、

契約負債に計上する方法に変更しております。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡

及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当

該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　これによる、連結計算書類への影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首

残高に与える影響は軽微であります。収益認識会計基準等を適用したため、前連結会

計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に含めて表示していた

「ポイント引当金」は、当連結会計年度より「契約負債」として表示することといた

しました。
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連結注記表

１. 有形固定資産の減価償却累計額 30,532千円

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会

計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月

４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類

に与える影響はありません。

　また、金融商品に関する注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関

する事項等の注記を行うことといたしました。

(会計上の見積りに関する注記)

（繰延税金資産の回収の可能性）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 11,829千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項

　繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第26号　2018年２月16日）に定める企業の分類に基づき、

当連結会計年度末における将来減算一時差異に対して、将来の税金負担額を

軽減することができる範囲内で計上しております。計上に当たっては、事業

計画に基づく将来の課税所得の見積りを行っております。

　将来の課税所得の見積りは、売上高及び原価率が重要な仮定となります。

　予想売上金額は、当連結会計年度の売上金額を元に算出しております。

　新型コロナウイルス感染症の今後の状況を正確に予測することは困難な状

況にありますが、緩やかに収束し、当社グループの需要も逓増することを事

業計画に織り込み、将来の課税所得の見積りを行っております。

　上記仮定に変更が生じ、課税所得が減少した場合、翌連結会計年度の連結

計算書類において繰延税金資産の取崩しが発生する可能性があります。

(連結貸借対照表に関する注記)

(連結損益計算書に関する注記)

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分し

て記載しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「連結注記表

（収益認識に関する注記）１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に

記載のとおりです。
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連結注記表

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

発行済株式の総数

普通株式(株) 1,136,000 800 － 1,136,800

合計(株) 1,136,000 800 － 1,136,800

自己株式の数      

普通株式(株) 242 － － 242

合計(株) 242 － － 242

普通株式 43,200株

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１. 発行済株式及び自己株式に関する事項

（注）発行済株式の増加800株の内訳は、新株予約権の行使によるものであります。

２. 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

(金融商品に関する注記)

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、流動性及び安全性を重視し、短期

的な預金等を中心としており、資金調達については、主に金融機関からの借

入によっております。また、デリバティブ等の投機的な取引は行わない方針

であります。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客である取引先の信用リスクに

晒されております。当該リスクについては、社内規程に従い、主要な取引先

の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに回収期日及び残高を管理

するとともに、債権保証サービスを利用するなど、財務状況の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を通じて、リスクの軽減を図っております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスク

については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続

的に見直すことにより、リスクの軽減を図っております。
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連結注記表

連結貸借対照表計
上額

(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券 3,742 3,742 －

破産更生債権等 613    

貸倒引当金（※1） △613    

差引 － － －

資産計 3,742 3,742 －

長期借入金（※２） 557,162 556,807 △354

リース債務（※３） 2,825 2,914 88

負債計 559,987 559,721 △266

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日でありま

す。

　社債及び借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。リース債務

は、主に設備投資に係る資金調達であります。当社グループでは、デリバテ

ィブ取引（金利スワップ取引）を利用していないため、借入金のうち変動金

利によるものは金利変動リスクに晒されております。当該リスクについて

は、管理部が支払金利の変動をモニタリングし、金利変動リスクの早期把握

を図っております。

　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に実行できなくなるリスク）につ

いては、当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰

り状況を把握して管理するとともに、取引銀行と当座貸越契約を締結するな

どして、流動性リスクを管理しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。また、現金及び預金、受取手形及び売掛金、買掛金、未払金、未払法人税

等並びに未払消費税等は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が

帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

 （※１） 破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 （※２） １年内返済予定の長期借入金を含めております。

 （※３） １年内返済予定のリース債務を含めております。
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連結注記表

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 6,491

関係会社出資金 1,000

出資金 83

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 670,506 － － －

受取手形及び売掛
金

276,539 － － －

合計 947,046 － － －

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 189,833 173,211 63,366 37,128 28,434 65,190

リース債務 1,012 1,045 768 － － －

合計 190,845 174,256 64,134 37,128 28,434 65,190

（注１）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額

　市場価格のない株式等は、上表の投資有価証券には含めておりません。

（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

破産更生債権等については、償還予定額が見込めないため記載しておりませ

ん。

（注３）長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価

格より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の

インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し

た時価
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連結注記表

 
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 279 － － 279

　　投資信託 － 3,462 － 3,462

合計 279 3,462 － 3,742

 

 

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

破産更生債権等 － － － －

資産計 － － － －

長期借入金 － 556,807 － 556,807

リース債務 － 2,914 － 2,914

負債計 － 559,721 － 559,721

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位

が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

 （注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説

明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で

取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。投

資信託は、公表されている基準価額又は取引金融機関から提示された価格

により評価しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

 

当連結会計年度

（自　2021年11月１日

　  至　2022年10月31日）

フラワービジネス支援事業 1,530,770

ナーセリー支援事業 587,187

フューネラル事業 177,828

顧客との契約から生じる収益 2,295,786

外部顧客への売上高 2,295,786

破産更生債権等

破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を貸倒引当金として計上しているため、貸借対照表計上額から当該貸倒引

当金を控除した金額をもって時価としており、レベル３の時価に分類して

おります。

長期借入金

長期借入金の時価は、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映す

るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。固定金利によるものは、元利金の合計額を、同様の新規借入を

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、

レベル2の時価に分類しております。

リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行っ

た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベ

ル2の時価に分類しております。

(収益認識に関する注記)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは報告セグメントが単一セグメントであり、主要な事業の種

類別に分解した収益は以下のとおりであります。

（単位：千円）
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連結注記表

 

当連結会計年度

（自　2021年11月１日

　  至　2022年10月31日）

期首残高 59

期末残高 67

１. １株当たり純資産額 441円51銭

２. １株当たり当期純利益 35円60銭

　２．収益を理解するための基礎となる情報

　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「４．

会計方針に関する事項（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。

　３．当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　顧客との契約から生じた契約負債の期首残高および期末残高は、以下の通りで

あります。

　契約負債は主に、当社が付与したポイントのうち、期末時点において履行義務

を充足していない残高であります。なお、当連結会計年度に認識された収益のう

ち、期首現在の契約負債の残高に含まれている金額に重要性はありません。ま

た、当連結会計年度おいて、過去期間に充足した履行義務から認識した収益の額

に重要性はありません。

(１株当たり情報に関する注記)

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

― 31 ―



2022/12/23 7:57:10 / 22905606_アートグリーン株式会社_招集通知

貸借対照表

貸 借 対 照 表
（2022年10月31日現在） (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

出 資 金

長 期 前 払 費 用

保 険 積 立 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

1,093,702

638,053

276,539

37,637

122,955

401

13,021

25,216

△20,123

188,577

16,753

8,627

2,590

2,640

420

2,474

37,294

37,150

144

134,529

10,233

39,000

73

830

51,005

613

11,829

21,557

△613

　

（負　 債　 の　 部）

流 動 負 債 420,934

買 掛 金 89,882

１年内返済予定の長期借入金 188,168

リ ー ス 債 務 1,012

契 約 負 債 67

未 払 金 51,315

未 払 費 用 19,467

未 払 法 人 税 等 14,056

未 払 消 費 税 等 24,120

預 り 金 2,729

賞 与 引 当 金 25,950

株 主 優 待 引 当 金 3,436

そ の 他 728

固 定 負 債 360,893

長 期 借 入 金 358,994

リ ー ス 債 務 1,813

そ の 他 86

負 債 合 計 781,828

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 499,246

資 本 金 140,395

資 本 剰 余 金 90,508

資 本 準 備 金 45,720

そ の 他 資 本 剰 余 金 44,787

利 益 剰 余 金 268,807

そ の 他 利 益 剰 余 金 268,807

繰 越 利 益 剰 余 金 268,807

自 己 株 式 △465

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,204

その他有価証券評価差額金 1,204

純 資 産 合 計 500,451

資 産 合 計 1,282,279 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,282,279

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損 益 計 算 書

（自2021年11月１日
至2022年10月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 2,289,933

売 上 原 価 1,338,933

売 上 総 利 益 951,000

販売費及び一般管理費 890,224

営 業 利 益 60,775

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 302

受 取 助 成 金 1,304

為 替 差 益 4,457

そ の 他 629 6,693

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,649

社 債 利 息 27

そ の 他 49 2,726

経 常 利 益 64,743

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 3,050 3,050

税 引 前 当 期 純 利 益 61,693

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,268

法 人 税 等 調 整 額 △697 19,571

当 期 純 利 益 42,122

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

（自2021年11月１日
至2022年10月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

当期首残高 140,336 45,661   44,787 90,449 226,350 226,350  △465 456,671

会計方針の変更に
よる累積的影響額

334 334 334

会計方針の変更を反
映した当期首残高

140,336 45,661   44,787 90,449 226,685 226,685  △465 457,006

事業年度中の
変動額

新株の発行(新株
予約権の行使)

   59 59 59 118

当期純利益 42,122   42,122 42,122

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計       59   59 － 59 42,122 42,122 － 42,240

当期末残高 140,395  45,720 44,787 90,508 268,807 268,807  △465 499,246

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,438 1,438 458,109

会計方針の変更に
よる累積的影響額

334

会計方針の変更を反
映した当期首残高

1,438 1,438 458,444

事業年度中の
変動額

新株の発行(新株
予約権の行使)

118

当期純利益 42,122

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
△233 △233 △233

事業年度中の変動額合計 △233 △233 42,006

当期末残高   1,204  1,204 500,451

 （注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社出資金

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

① 市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法で

処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

② 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品及び製品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

② 仕掛品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

③ 原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法）を

採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。
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(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

(4) 長期前払費用

定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しておりま

す。

(3) 株主優待引当金

株主優待制度に係る費用の発生に伴い、翌事業年度に支出すると見込まれ

る額を計上しております。

４. 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通

常の時点）は以下のとおりであります。

　フラワービジネス支援事業、ナーセリー支援事業並びにフューネラル事

業において、顧客に商品を引き渡すことで履行義務が充足されることか

ら、引渡時点で収益認識を行っております。

　当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を

認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又
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はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下の通りです。

（１）代理人取引に係る収益認識

　顧客への財又はサービスの提供における役割が代理人に該当する取引について、

従来顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、当社の役割

が代理人に該当する取引については、純額で収益を認識する方法に変更しておりま

す。

（２）当社が運営するポイント制度に係る収益認識

　当社が運営するポイント制度に基づき、商品の販売時に顧客に付与したポイント

について、従来は将来利用されると見込まれる額をポイント引当金として計上する

方法を採用しておりましたが、付与したポイントは顧客に対する履行義務として認

識し、契約負債に計上する方法に変更しております。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡

及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、

当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　これによる、計算書類等への影響は軽微であります。また、繰越利益剰余金の当

期首残高に与える影響は軽微であります。収益認識会計基準等を適用したため、前

事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に含めて表示していた

「ポイント引当金」は、当事業年度より「契約負債」として表示することといたし

ました。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計

基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月

４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類

等に与える影響はありません。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 30,532千円

２．関係会社に対する金銭債権・債務

　　　　　　　　短期金銭債権 2,751千円

売上高 5,446千円

仕入高 6,249千円

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式(株) 242 － － 242

(会計上の見積りに関する注記)

（繰延税金資産の回収の可能性）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 11,829千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項

　繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第26号　2018年２月16日）に定める企業の分類に基づき、

当事業年度末における将来減算一時差異に対して、将来の税金負担額を軽減

することができる範囲内で計上しております。計上に当たっては、事業計画

に基づく将来の課税所得の見積りを行っております。

将来の課税所得の見積りは、売上高及び原価率が重要な仮定となります。

予想売上金額は、当事業年度の売上金額を元に算出しております。

新型コロナウイルス感染症の今後の状況を正確に予測することは困難な状

況にありますが、緩やかに収束し、当社の需要も逓増することを事業計画に

織り込み、将来の課税所得の見積りを行っております。

上記仮定に変更が生じ、課税所得が減少した場合、翌事業年度の計算書類

において繰延税金資産の取崩しが発生する可能性があります。

(貸借対照表に関する注記)

(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

(株主資本等変動計算書に関する注記)

自己株式の数に関する事項

― 38 ―



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/12/23 7:57:10 / 22905606_アートグリーン株式会社_招集通知

個別注記表

繰延税金資産

未払事業税   382 千円

貸倒引当金 6,351 千円

賞与引当金 7,948 千円

株主優待引当金 1,001 千円

減価償却費超過額 160 千円

投資有価証券評価損 534 千円

資産除去債務 3,270 千円

その他 3,590 千円

繰延税金資産小計 23,240 千円

評価性引当額 △9,086 千円

繰延税金資産計 14,153 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △531 千円

その他 △1,792 千円

繰延税金負債計 △2,324 千円

繰延税金資産の純額 11,829 千円

(税効果会計に関する注記)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械及び装置等の一部については、所有権

移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

(関連当事者との取引に関する注記)

　該当事項はありません。

(収益認識に関する注記)

　収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益及び費用の計上基準」

に記載のとおりであります。
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１. １株当たり純資産額 440円32銭

２. １株当たり当期純利益 37円08銭

(１株当たり情報に関する注記)

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。
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指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 須　永　真　樹

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 金　光　良　昭

独立監査人の監査報告書
2022年12月23日

アートグリーン株式会社

取締役会　御中

丸の内監査法人
　東京都千代田区

　

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、アートグリーン株式

会社の2021年11月1日から2022年10月31日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、アートグリーン株式会社及び連結子

会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する

ものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
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見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す

ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな

い場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら

れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財

務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算

書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査意見に対して責任を負う。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 須　永　真　樹

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 金　光　良　昭

独立監査人の監査報告書
2022年12月23日

アートグリーン株式会社

取締役会　御中

丸の内監査法人
　東京都千代田区

　

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、アートグリーン株

式会社の2021年11月1日から2022年10月31日までの第31期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び

にその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状

況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監

査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書

― 45 ―



2022/12/23 7:57:10 / 22905606_アートグリーン株式会社_招集通知

計算書類に係る会計監査報告

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、

その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含ま

れておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではな

い。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、

通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過

程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう

な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を

払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがある

と判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類

等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締

役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等

に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得

て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
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計算書類に係る会計監査報告

場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、

監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し

て以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要

な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及

び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な

監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によっ

て行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価す

る。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかど

うか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報

告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実

性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除

外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書

日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含

めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時

期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見

事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職

業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合

理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2021年11月１日から2022年10月31日までの第31期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審査の

上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査業務分担部門である管理部その他の

使用人等との意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると

ともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査

いたしました。

　　また、子会社については、子会社の代表者と意思疎通及び情報の交換を

図り、必要に応じて事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業

集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容

及び当該決議に基づいて整備されている体制（内部統制システム）につい

て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規

則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要

に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告書
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監査役会の監査報告

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役

の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人丸の内監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人丸の内監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2022年12月26日

アートグリーン株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 岡 野 良 彦 ㊞

監 査 役（社外監査役） 横 田 　 孝 ㊞

監 査 役（社外監査役） 長 岡 　 徹 ㊞

　

以　上
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供）

第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、計算

書類及び連結計算書類に記載又は表

示をすべき事項に係る情報を、法務

省令に定めるところに従いインター

ネットを利用する方法で開示するこ

とにより、株主に対して提供したも

のとみなすことができる。

（削　　除）

第１号議案　定款一部変更の件

１. 提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書

きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行され、株主総会資料の電子提供制

度が導入されたことに伴い、次のとおり定款を変更するものであります。

(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款

に定めることが義務付けられたことから、変更案第15条（電子提供措置等）

第１項を新設するものであります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のう

ち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省

令で定める範囲に限定することができるようにするため、変更案第15条（電

子提供措置等）第２項を新設するものであります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会

参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、

これを削除するものであります。

(4) 上記の削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、

本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２. 変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（電子提供措置等）

（新　　設） 第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情

報について電子提供措置をとる。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項

のうち法務省令で定めるものの全部

又は一部について、議決権の基準日

までに書面交付請求をした株主に対

して交付する書面に記載することを

要しないものとする。

（新　　設） （附則）

（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

（新　　設） 第１条 2022年９月１日から６か月以内の日

を株主総会の日とする株主総会につ

いては、定款第15条（株主総会参考

書類等のインターネット開示とみな

し提供）は、なお効力を有する。

２ 本条の規定は、前項の株主総会の日

から３か月を経過した日後にこれを

削除する。
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取締役選任議案

候補者
番号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社の

株式の数

１

再任

た

田

 

　
なか

中

 

　

 

　
ゆたか

豊

(1966年１月21日生)

1988年４月 STT株式会社（現PGMホールディングス株式会

社）入社

706,000株
1991年12月 当社設立　代表取締役社長（現任）

2019年10月 合同会社日本プリザーブドフラワー協会職務

執行者（現任）

【取締役候補者とした理由】

田中豊氏は、当社を設立して以来、代表取締役として事業拡大に貢献

してまいりました。経営者としての高い知見を有しており、今後も当

社の事業拡大、意思決定や経営監督に関する適切な役割を期待できる

と判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

２

再任

ね

根

 

　
もと

本

 

　
かず

和

 

　
のり

典

(1965年３月19日生)

1988年４月 STT株式会社（現PGMホールディングス株式会

社）入社
84,000株1992年４月 当社入社　専務取締役（現任）

2015年４月 当社事業本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

根本和典氏は、当社の創業期より、専務取締役として事業拡大に貢献

してまいりました。経営者としての高い知見を有しており、今後も当

社の事業拡大に対する適切な役割を期待できると判断し、引き続き取

締役候補者といたしました。

３

再任

しば

柴

 

　
た

田

 

　
ます

益

 

　
じ

司
(1951年９月６日生)

1988年４月 合資会社大城物産入社

12,000株

1992年４月 有限会社シバタナーセリー設立

代表取締役

1998年12月 当社入社　取締役種苗部長

2012年５月 当社取締役退任

2015年４月 当社事業本部副本部長（現任）

2016年１月 当社取締役

2019年２月 当社専務取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】

柴田益司氏は、当社入社前よりナーセリー支援事業に携わり、当社入

社後は当社の同事業の責任者として事業拡大に貢献してまいりまし

た。ナーセリー支援事業に係る高い知見と経験を有していることか

ら、当社の事業拡大に今後も貢献できると判断し、引き続き取締役候

補者といたしました。

第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては現任取締役７名に、経営陣の強化を図るため、新たに取締役候補者　佐久間

博氏を加えた取締役８名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社の

株式の数

４

再任

い

伊

 

　
とう

藤

 

　
まさ

正

 

　
ゆき

之

(1969年９月27日生)

1990年４月 合資会社オーキッドバレー入社

4,000株
1994年10月 当社入社

2005年10月 当社取締役（現任）

2015年４月 当社事業本部副本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

伊藤正之氏は、入社以来、提携農園への生産指導や新規事業に尽力

し、事業拡大に貢献してまいりました。今後もそれらの経験を活か

し、当社の事業拡大に貢献できると判断し、引き続き取締役候補者と

いたしました。

５

再任

しば

芝

 

　
た

田

 

　
しん

新
いち

一
ろう

郎

(1964年７月８日生)

1990年４月 学校法人早稲田大学勤務

20,000株

1995年４月 株式会社ボルケ入社

2007年４月 当社入社

2012年６月 当社取締役（現任）

2015年４月 当社管理部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

芝田新一郎氏は、入社以来、管理部門において主導的な役割を果たす

とともに、当社のコーポレート・ガバナンスやコンプライアンスにも

尽力してまいりました。それらの経験を取締役会において活かすこと

により、取締役会の経営監督機能の強化が期待できるため、引き続き

取締役候補者といたしました。

６

再任

むら

村

 

　
た

田

 

　
のり

則

 

　
お

夫

(1951年１月２日生)

1969年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀

行）入行

―株

2004年４月 泉友株式会社出向

2005年４月 同社転籍

2013年７月 建匠株式会社顧問

2016年２月 当社入社

2017年６月 当社執行役員営業本部長

2018年１月 当社取締役営業本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

村田則夫氏は、金融機関において支店長等を歴任し、その豊富な経験

と実績を活かして、入社以来、当社の事業拡大に貢献してまいりまし

た。そのため、当社の事業拡大及び重要な職務執行の決定に対する適

切な役割を期待できると判断し、引き続き取締役候補者といたしまし

た。
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取締役選任議案

候補者
番号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社の

株式の数

７

再任

こ

小

 

　
まつ

松

 

　
りゅう

隆

 

　
いち

一

(1942年12月９日生)

1995年６月 ユニバーサル証券株式会社（現三菱UFJモル

ガン・スタンレー証券株式会社）取締役

100株

1998年６月 同社常務取締役

1999年６月 同社専務取締役

2002年４月 UFJつばさ不動産株式会社（現MUSビジネスサ

ービス株式会社）代表取締役

2003年４月 UFJつばさビジネスサービス株式会社（現MUS

ビジネスサービス株式会社）代表取締役

2006年５月 株式会社セールスアウトソーシング代表取締

役

2010年８月 同社相談役

2016年１月 当社社外取締役（現任）

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

小松隆一氏は、これまでの企業経営者としての豊富な経験と見識に基

づき、当社経営に対して有益なご意見やご指摘をいただけることを期

待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。また、同氏が選任

された場合には、当社の経営に対し、客観的・中立的な立場での意

見・助言をいただくことで積極的な関与を期待しております。

８

新任

さ

佐

 

　
く

久

 

　
ま

間

 

　
ひろし

博

(1945年４月29日生)

1968年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀

行）入行

―株

1991年10月 同行青山支店長

1994年６月 同行取締役銀座支店長

1998年６月 同行常任監査役

2009年６月 住石ホールディングス株式会社社外取締役

（現任）

2017年９月 株式会社アクロディア（現THE WHY HOW DO 

COMPANY株式会社社外取締役（現任）

【社外取締役候補者とした理由】

佐久間博氏は、複数の上場会社の経営に携わった長年の豊富な経験と

業務執行に関する多角的な見地を有していることから、社外取締役候

補者といたしました。また、同氏が選任された場合には、自らの豊富

な経験と高い見識等に基づき、業務執行の監督機能強化への貢献およ

び幅広い経営的視点からの助言や意見を期待しております。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 取締役候補者田中豊氏は、当社の親会社等に該当します。

３. 小松隆一氏及び佐久間博氏は、社外取締役候補者であります。

４. 当社は、小松隆一氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１

項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。本議案が承認可決され、同氏が就任した場合には、当社は

両氏との間で当該契約を継続する予定であります。

５. 当社は、議案が承認可決され、佐久間博氏が就任した場合には、同氏との間で会社法

第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度と

して同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結予定であります

６. 当社は、小松隆一氏及を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出てお
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り、本議案が承認可決され、同氏が就任した場合、引き続き同氏を独立役員として届

け出る予定であります。

７．佐久間博氏は、名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、取締

役選任が承認可決され就任した場合、同氏を独立役員として届け出る予定でありま

す。

８. 小松隆一氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって７年となります。
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監査役選任議案

候補者
番号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式の数

１

再任

よこ

横

 

　
た

田

 

　

 

　

 

　
たかし

孝

(1949年12月１日生)

1972年４月 大和証券投資信託販売株式会社（現三菱

UFJモルガン・スタンレー証券株式会社）

入社

―株

2002年７月 大新東株式会社入社

2006年４月 株式会社セールスアウトソーシング入社

2007年８月 同社取締役管理部長

2009年11月 同社常務取締役営業本部長兼管理部長

2012年５月 同社常務取締役管理部長

2014年３月 当社常勤監査役

2021年１月 当社監査役（現任）

【社外監査役候補者とした理由】

横田孝氏は、企業経営者としての豊富な経験、幅広い知見を当社の

監査体制の強化に活かしていただきたいため、引き続き社外監査役

候補者といたしました。

２

再任

なが

長

 

　
おか

岡

 

　

 

　

 

　
とおる

徹

(1952年11月15日生)

1976年４月 大和証券投資信託販売株式会社（現三菱

UFJモルガン・スタンレー証券株式会社）

入社

―株

1987年10月 ユニバーサルファイナンス株式会社出向

1988年６月 同社財務部長

2000年６月 つばさ証券株式会社（現三菱UFJモルガ

ン・スタンレー証券株式会社）帰任

2010年11月 常陽証券株式会社出向

2012年12月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会

社帰任

2017年11月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会

社退職

2020年１月 当社監査役（現任）

【社外監査役候補者とした理由】

長岡徹氏は、証券会社等にて業務審査や財務部長を経験しており、

それらの知見を当社の監査体制に活かしていただきたいため、引き

続き社外監査役候補者といたしました。

第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役２名は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、新たに監査

役２名の選任をお願いするものであります。

　また、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。
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（注）１. 横田孝氏及び長岡徹氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 横田孝氏及び長岡徹氏は、社外監査役候補者であります。
３. 当社は、横田孝氏及び長岡徹氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。本議案が承認可決
され、両氏が就任した場合には、当社は両氏との間で当該契約を継続する予
定であります。

４. 横田孝氏及び長岡徹氏は、名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員届け出
ており、本議案が承認可決され、両氏が就任した場合、引き続き両氏を独立
役員として届け出る予定であります。

５. 横田孝氏及び長岡徹氏は、当社の社外監査役であり、その就任からの年数
は、本総会終結の時をもって、それぞれ９年10か月及び３年であります。

以上
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地図

会場：ＴＫＰ新橋汐留ビジネスセンター　ホール201

東京都港区新橋四丁目24番８号２東洋海事ビル

受付開始は午前９時30分を予定しております。

JR線 新橋駅　烏森口 （徒歩約４分）

都営三田線 内幸町駅 （徒歩約９分）

都営浅草線 新橋駅　Ａ１出口（徒歩約３分）

ゆりかもめ 新橋駅　Ａ１出口（徒歩約４分）

東京メトロ銀座線 新橋駅　８出口 （徒歩約５分）

株主総会会場ご案内図

40
9

モスバーガー
新橋書店

ホテルユニゾン

ヤマダ電機

SL広場

烏森口

ニュー新橋ビル

区立桜田公園

ホテルサンルート
新橋

TSUTAYA

レインボーホテル

新橋プラザビル

TKP新橋汐留ビジネスセンター

(旧TKP新橋ビジネスセンター)
東京都港区新橋４-24-８
２東海海事ビル

新虎通り

第
一
京
浜

日
比
谷
通
り

タカソビル

A1

新橋駅

新橋駅

ホテル一声館

ホテル東急
ステイ新橋

セブンイレブン

ビックディッパー
吉野家

（交通アクセス）

（注）駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご

遠慮くださいますようお願い申しあげます。


